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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、会計不正を根絶する制度設計のために、会計規制設定機関に対し
て、提言を行うことである。これまでの会計不正防止策は、基本的に、会計制度を厳格化することで、その目的
を果たそうとしてきた。しかし、会計不正は後を絶たない。そこで本研究では、会計不正を行う人間心理に注目
して、会計不正が生じるメカニズムについて考察した。
　主たる結論は、次の３点である。①経営者は自己の利得のために、会計不正を行う。②会計不正が実現される
ためには、歪曲された会計利益に保証を与える他のプレイヤーが必要である。③会計不正を根絶するためには、
経営者とこのプレイヤーの共謀を防ぐ会計規制の設定が必要である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to make several suggestions to accounting 
regulations in order to eradicate fraudulent accounting. So far, the accounting regulations 
basically have tightened accounting rules to realize this goal. Even recently, however, there were 
several cases of financial window-dressing. In this research, we focus on managers’ mental state 
and examine why they bias accounting numbers.
 The conclusions are as follows: (i) Managers boost earnings for their own gains, (ii) There needs 
to be at least one player in a window-dressing case who gives credits to biased accounting numbers, 
and (iii) To eradicate fraudulent accounting, accounting regulations need to prevent them to be in 
collusion.

研究分野：会計学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 法律、条例等の社会制度は、構成員の社会
的厚生を高めるために制定されるが、必ずし
も、制度の意図が実現されるとはかぎらない。
これは、一般に「制度の失敗」と呼ばれてい
る。 
 会計研究は、会計不正を防止する制度構築
のために、理論的研究、実証研究ともに膨大
な研究を蓄積してきた。しかし、それらの研
究に基づいて、金融商品取引法、会社法なら
びに関連諸規定が、繰り返し改正されている
にもかかわらず、山一證券、カネボウ、ライ
ブドア、オリンパスの粉飾決算など、会計不
正は後を絶たない。これは、明らかに会計制
度の失敗である。 
 本研究では、その原因を会計研究方法論に
求め、それを改革することによって、会計規
制設定機関に対して、会計不正を防止するた
めの有効な提言を行う。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、会計不正を防止する制度
設計のために、会計規制設定機関に対して、
有効な提言を行うことである。 
 粉飾等の会計不正は突然の企業倒産を招
き、その余波は株主、債権者、取引先、地方
自治体等に及び、社会的影響は絶大である。
日本経済からこのリスクを取り除く社会的
意義は大きい。そのため、会計研究は、会計
不正を防止するための制度を設計するため、
膨大な研究を蓄積してきた。 
 しかし会計不正は後を絶たたず、その１つ
の原因は会計研究方法論にあると考える。そ
こで、この研究方法論上の欠点を克服するた
めに、本研究では、これまでの研究方法（ミ
クロ経済学に基づく理論的研究とアーカイ
バルな実証研究）に、人間心理を扱う行動経
済学、実証手法としての実験を融合する新し
い総合的研究方法論によって研究を行った。 
 
３．研究の方法 
 会計研究の重要な使命は、会計規制設定機
関に対して、会計不正を根絶するために有効
な提言を行うことである。会計学研究はこの
使命を達成するために、理論、実証の両面に
おいて、研究を蓄積してきた。理論面では、
ミクロ経済学を基盤とし、ゲーム理論、契約
理論を用いて会計制度改正の提案を行った
研究は、国内外において数多く存在する。ま
た実証面では、会計操作の動機、利益操作の
方法、倒産企業の予測等について、アーカイ
バル・データを用いた数多くの実証研究が、
国内外に存在する。 
 上述のように会計研究には、理論、実証と
もに膨大な蓄積があるにもかかわらず、会計
不正は今なお後を絶たない。その１つの理由
は、会計研究が会計規制設定機関に対して有
効な提言を行っていないからであると考え
られる。本研究では、その根本的な原因を次
の２点に求める。 

 第一に、ミクロ経済学を基盤とする理論的
研究においては、プレイヤーは合理的な経済
人である。しかし、実際の経営者は必ずしも
経済理論が想定するほど、完全な情報処理能
力を有しているわけでもなく、様々な心理的
バイアスにより必ずしも合理的な意思決定
をするとは限らない。 
 この点を克服するために、本研究では、理
論的研究に行動経済学の要素を取り入れる。
行動経済学は、代表性、自信過剰、保守主義、
群衆行動など、人間の心理的バイアスについ
て様々な概念を提供している。これにより、
より現実の人間行動に即した対策・提言をな
しうることが期待され、他の研究にはない卓
越した成果が見込まれる。その意味で、本研
究は斬新かつ高いチャレンジ性を有してい
ると言える。 
 第二に、アーカイバル・データを用いた実
証研究では、制度とデータの存在が前提条件
であるため、制度の設計時点での事前検証は
不可能である。また、事後的に制度の成果を
検証するために、様々な統計処理を施したと
しても、経営者が会計不正を行う心理的要因
と現実の会計不正との完全な因果関係は、検
証困難である。 
 この点を克服するために、本研究では、実
証研究の手法として実験を新たに取り入れ
る。実験は、実験者が仮想的環境を作り出す
ことによって事前の検証を可能にし、かつ因
果関係の直接的な検証に優れている。特に、
現実にはない制度を創出しその効果を検証
できるのが、制度設計における実験の大きな
利点である。この手法を取り入れることで、
本研究は、現実にはまだ存在しないが会計不
正に対してより有効な制度を発見し、その有
効性を定量的に検証することができる。その
意味でも、本研究は斬新かつ高いチャレンジ
性を有していると言える。 
 但し、本研究では、これまで主流であった
ミクロ経済学に基づく理論的研究、アーカイ
バルな実証研究を否定しているわけではな
い。理論的研究では、ミクロ経済学に基づく
研究を補完・改善するために、行動経済学的
な要素を取り入れる。また、アーカイバルな
実証分析では、事前検証は不可能であり、因
果関係の直接的な検証が困難であるとして
も、分析結果の一般化の程度（外的妥当性）
が非常に高い。これは実験にはない特徴であ
る。本研究は、実証研究の手法として、アー
カイバルな実証分析と実験の両方を相互補
完的に用いることで、内的妥当性と外的妥当
性の両方を高めるという新しい工夫を内包
している。その意味でも、本研究は斬新かつ
高いチャレンジ性を有していると言える。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究は、会計不正を根絶する会計制度
の構築することを目的とした基礎研究であ
る。そのため、まず近年の会計における大き
なトピックスであるコンバージェンスにつ



いて、その可能性ならびにそれが実現するた
めの必要条件について考察した。 
 会計基準設定をめぐる研究は、こでまで規
範的研究やアーカイバル研究が中心であっ
た。しかし、これらの研究方法論では、会計
基準のコンバージェンスの顛末や制度設計
機関の意図せざる帰結を予測・説明すること
ができなかった。そこで本研究では、アナリ
ティカルな理論的研究と実験により、これら
の現象の予測・説明に成功し、コンバージェ
ンスを安定的に進めるための必要条件を明
らかにしている。結論は次の通りである。 
 まず第一に、IFRS が唯一の高品質な会計
基準であっても、コンバージェンス自体が成
立しない可能性がある。第二に、コンバージ
ェンスを安定的に進めるためには、逆説的で
あるが、会計基準ディバージェンスが必要で
ある。 
 
(2) 本研究ではさらに、会計制度の設計に関
して、制度の失敗の原因やその対処の方向性
を、人間心理に即して明らかにしている。既
存の研究では、制度の失敗に対して、会計処
理方法ならびに会計測定の精度を上げるこ
とで、会計内部の問題として解決しようとし
てきた。しかし、粉飾決算などの会計不正は
後を絶たない 
 これに対して、本研究では、制度の失敗の
原因を人間の意図や行動にあると捉えた上
で、人間心理に着目して、会計不正を根絶す
る会計制度の設計について考察を行ってい
る。 
 主たる結論は、次の３点である。第一に、
株主と経営者の間の信頼と互恵に関して、開
示制度の逆効果や記録行為の重要性を考慮
して、制度設計を行うべきである。第二に、
ガバナンス規制について、内部統制監査制度
の逆効果や、倫理規制の変革の必要性考慮し
て、制度設計を行うべきである。第三に、長
期的に会計不正を根絶する会計制度を持続
するためには、監査だけでなく、会計教育制
度についても変革が必要である。 
 
(3) 本研究ではさらに、会計不正が生じる可
能性が高い状況として、企業の新規株式公開
（IPO）に注目し、「なぜ企業の創業者は IPO
直前に会計操作を行うのか、なぜ主幹事証券
会社は会計操作を見過ごし、高い公募価格を
設定するのか、なぜ新規株式公開日に市場に
おいて、公募価格より高い初値が実現するの
か」という問題について考察している。 
 結論を要約すると、次の通りである。創業
者は自身の利得を高めるために、高い公募価
格の設定を望み、そのために IPO直前におい
て、利益増加型の会計操作を行う。一方、主
幹事証券会社の利得は IPO 時に売却した株
式の売却総額の増加関数であるから、主幹事
証券会社も、IPOにおいて株式売残りリスク
がないなら、会計操作を見逃し高い公募価格
を設定する。一般投資家はこの状況を知らな

いので、IPO後も短期的には株式が高騰する
状況が継続する。 
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